大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給事務補助業務仕様書

1　案件名称
[bookmark: _Hlk234335197]大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給事務補助業務

2　業務目的
[bookmark: _Hlk234331184][bookmark: _Hlk234338101]　（1）大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給審査等業務（業務1）
[bookmark: _Hlk234332276]長引く物価高騰に加え、中東情勢に伴うエネルギー価格高騰の影響を受ける医療機関等の負担軽減を図り、安定的な事業継続を支援するため、 物価高騰及び食材料費高騰に対する一時支援金支給業務について、受注者の技術等を最大限活用し、事務処理の効率化及び最適化を図ることを目的とする。
　（2）コールセンター業務（業務2）
　　　大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給及び大阪府食材料費高騰対策一時支援金支給に関する問い合わせに対応するコールセンターの運営を委託することにより、両事業を円滑に実施することを目的とする。

3　契約期間
契約締結の日から令和9年1月31日までとする。

4　業務履行体制
　（1）業務1及び2の履行体制の構築
発注者から事業概要・業務内容等の説明を受け、契約締結後2週間を目途に業務が開始できるよう履行体制を構築すること。
[bookmark: _Hlk219993805]　（2）業務1及び2の実施体制
· 受注者は、業務実施体制（業務全般の業務責任者の氏名、各業務従事者の人数及び役割記載の実施体制図）及び業務スケジュール、個人情報保護、セキュリティ管理及び危機管理体制（受注者において定めた規則や連絡体制等を明記すること）に関する計画を予め策定し、業務開始1週間前までに発注者と協議の上、運営に当たること。
· 電子申請（申請業務システム（発注者が本事業用に提供するシステム）により受付を行う申請）、郵送申請共に適切に受付・審査できる体制を構築すること。
· 本事業を運営するため、業務ごとに現場責任者と作業員を配置すること。
· 現場責任者の配置人数は、作業員を十分指揮・監督できる数を配置すること。
· 業務1における作業員の配置人数は、履行体制構築後から 令和8年12月末までは15名（常勤換算で8時間/日×15名相当）以上、令和9年1月末までは5名（常勤換算で8時間/日×5名相当）以上（受電業務との兼務可）とすること。また、処理に遅れが生じると見込まれるときや指定した期限内の審査完了が困難になることが見込まれるときは、直ちに発注者と協議の上、発注者から増員要請を受けた場合は、概ね1週間以内に増員すること。なお、受注者は、業務遂行に必要な人員を常時配置する（休憩時間を除く）ものとするが、雇用形態（常勤・非常勤・派遣等）は問わない。
· 業務2における作業員の配置人数は、日平均で応答率90％以上を確保できる人数とし、申請期間中は常時10台以上、令和8年11月以降は常時5台以上の受電対応可能な体制を整えること。（1日当たりの最大問い合わせ件数は、500件の想定。）なお、処理コール数を超える問い合わせに関しては、待機やかけ直しへの誘導、時間延長など必要な処理を講じ、繋がらないコールの減少に努めること。
· 業務2における作業員は、業務に支障がないことを条件に、業務1と兼任することができる。
· 業務実施時間は、原則として平日（午前9時00分～午後6時00分。休憩時間含む。）とし、土曜日・日曜日・祝日及び令和8年12月29日から令和8年12月31日は業務を実施しないものとする。
· 事前に計画した人員配置では、業務スケジュールに著しい遅れが発生することが明らかになった場合は、速やかに発注者と協議し、人員配置計画や業務実施時間等を見直すこと。

5　事業の概要
（1）対象施設
大阪府内に所在する病院、診療所、薬局、助産所、歯科技工所、施術所、
訪問看護ステーション
約30,000施設
＜参考＞
R4実績　　　　 支給件数15,703件（うち紙申請 702件）　対象：20,000施設
R5実績（1回目）支給件数20,409件（うち紙申請1,656件）対象：24,000施設
R5実績（2回目）支給件数19,886件（うち紙申請1,050件）対象：24,000施設
R7実績（1回目）支給件数19,010件（うち紙申請955件）　対象：30,000施設
R7実績（2回目）支給件数20,724件（うち紙申請809件）　対象：30,000施設

（2）支給額
①物価高騰対策一時支援金
	種別
	支給額

	病院、2床以上の有床診療所
	1床あたり　　7,500円

	1床の有床診療所、無床診療所、保険薬局、助産所、施術所、歯科技工所、指定訪問看護事業所
	1施設あたり　15,000円


　
②食材料費高騰対策一時支援金
	種別
	支給額

	病院、有床診療所
	1床あたり　　3,200円



（3）提出書類
	申請書類
	形式

	（1）大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給申請書
（2）誓約書・同意書
（3）各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類
	Excel、Word、PDF、紙

	振込先口座の通帳（写）
	PDF、jpg、jpeg、
png、gif、紙　


※電子申請システム（本事業用に発注者が提供するシステム）による申請が8割以上（郵送等による紙申請は2割以下）を想定。

[bookmark: _Hlk218699250]6　大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金支給審査等業務について
（1）業務スケジュール
	電話対応期間
	申請受付開始から契約終了日まで

	審査・補正期間
	申請受付開始から令和8年11月末まで

	支払期間
	申請受付開始から令和8年12月末まで

	過誤等の対応期間
	申請受付開始から契約終了日まで


全申請件数の約3割を10月末までに、約8割を11月末までに、全申請件数を12月末までに支援金の支払いができるようすること

（2）業務内容
①　申請書類の審査業務
　（ア）受注者は、発注者の提供する「支援金審査チェックリスト」及び「支援金審査マニュアル」に基づき、以下の審査内容のとおり、申請書類の審査等を実施すること。（想定処理時間：5分/件）
（イ）受付後の標準処理期間は概ね1週間以内とすること。（申請者による補正対応待ちの期間は除く。）ただし、通常の処理能力を大きく超える件数の申請があった場合はこの限りではない。
（ウ）令和8年12月28日までに全件（申請者が補正に応じないため審査できないなど受注者の責めによらない特別な事情があるものを除く。）の審査を完了すること。

【審査内容】
1）申請内容データと管理台帳との突合
2）支給対象施設区分
3）許可病床数
4）保険機関等コード
5）施設情報
6）支給申請額（施設区分に応じた申請額であるか）
7）振込口座情報（提出のあった通帳の写し等の内容と一致しているか）
8）形式的不備（書類の不足、無記載欄等）がある場合は速やかに申請者に追加提出や修正を指示すること。

②　郵送による申請の受付・データ化業務
（ア）郵送による申請書類の受付・管理
郵送による申請書類の受付体制を確立すること。また、申請書類の受付年月日を記録するとともに、業務終了後発注者に成果品の納入時までの間、適切に管理すること。なお、郵送による受付先の名称については、発注者にて指定する。
（イ）申請内容データの作成
申請内容を申請業務システムにデータ入力し、①の審査内容のとおり審査すること。（想定処理時間：10分/件）
ただし、データ入力については、令和8年11月末までに完了し、その内容を発注者に報告すること。

③　データ作成業務
（ア）債権債務者集合登録用データの作成（CSV形式）
申請業務システムにより出力したデータに、発注者が指定する方法で加工し、債権債務者集合登録用データを作成すること。
（イ）支出予定一覧表1の作成（CSV形式）
申請業務システムにより出力したデータに、発注者が指定する方法で加工し、支出予定一覧表1を作成すること。
　　　　　（ウ）支出予定一覧表2の作成（CSV形式）
　　　　　　　　申請業務システムより支出予定一覧表2を出力すること。
 
7　コールセンター業務について
（1）受付方法
　（ア）受付の方法は、電話及び電子メールとする。
　    （イ）契約締結後、速やかに一般問い合わせ専用電話番号及びメールアドレスを用意すること。専用電話番号はフリーダイヤルとし、申請手続者等の通話料負担が生じないよう設定すること。
　    （ウ）申請手続者等からの問い合せの利便性を向上させるため、内容に応じた体系的な対処方法を検討する等の対策を講じること。
　　　　
（2）業務内容
（ア）対応する内容は、大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金に関する問い合わせ全般とする。
　    （イ）通話記録、マニュアル等の作成
・ すべて通話は録音により記録すること。
・ 発注者が提供するシステムに通話履歴を入力し、過去の通話履歴を参照できるようにすること。
・ 同一の申請手続者や対象者との通話については継続的に対応できるように通話履歴を適切に入力すること。
・ マニュアル等を作成し、円滑な対応ができる体制を構築すること。
（ウ）定例状況報告
・ 発注者が指定する書式でコールセンターの対応状況について、翌営業日中に発注者へ報告すること。
・ 必要に応じて、個別の対応について報告すること。
（エ）その他コールセンター業務が円滑に行われるために、顧客満足を高めるための業務改善提案等の付帯業務を行うこと。

（3）開設期間及び開設時間
（ア）開設期間
・履行体制構築後から令和9年1月31日までとすること。（土曜日・日曜日・祝日を除く。）
（イ）開設時間
・午前9時00分～午後6時00分まで（開設時間外は、音声ガイダンス等を用いて「開設時間外」であることを案内すること。）

（4）留意事項
· 問合せの対応は、原則、受注者において完結させること。ただし、対応困難な場合や重大な案件が発生した場合は、速やかに発注者に報告し、発注者と協議のうえ迅速に対応すること。
· 作業員の質を向上させるための教育訓練を実施する等、問合せ対応の習熟を高めること。

8　各業務における共通事項
· 本業務を行うにあたっては、個人情報の適正管理の観点から、履行場所における入退室管理を適切に行うこと。
· 本業務を行う上で必要な履行場所、什器、備品、消耗品、郵送用封筒、通信に係るネットワーク機器設備などは特に指定がない限り　受注者において用意すること。
· 本業務に必要な通信料金及び郵送代は、契約代金に含む。
· 履行場所については、大阪市内におくこと。
· 本業務により発生した廃棄処分を必要とする書類については、個人情報管理の観点から、シュレッダーなどにより適正に処分すること。なお、書類を処分する際は、作業の前に、保存すべき書類が混在していないことを十分確認すること。
· 申請手続者等の接遇にあたっては、常に規律正しく好感の持てる態度と言葉遣いを心掛け、迅速かつ丁寧に対応すること。また、統一した対応ができるようにすること。
· 受注者において解決できない疑義が生じた場合は、発注者に報告するとともに、その対応について発注者と協議し、協議結果に基づき速やかに対応すること。
· 事故等が発生するなど緊急の対応が必要となったときは、直ちに発注者に報告し、適切な対応を行うこと。
· 業務に従事する者に欠員が生じた場合でも、業務の遂行が滞ることのないよう体制を構築すること。可能な限り、同一人物が継続して業務にあたることができるよう努めること。
· 業務に従事する者は、個人情報の取扱いに留意し、書類の外部への持ち出し、業務上知り得た情報を第三者へ漏洩又は開示しないこと。
· 業務の履行にあたっては、申請業務システムのアカウントを必要数配布するので、申請業務システムの運用について、円滑に進めること。
· 申請業務システムは2段階認証を採用するため、ログインに必要な機器は、受注者において用意すること。
· 受注者がシステムにアクセスする際は、利用するグローバルIPアドレスは固定とし、システムのIPアドレス制限に適切に設定できるようにすること。
· ウイルス対策等は適切に実施すること。

9　業務マニュアルの整備
受注者は、発注者の提供する審査業務やコールセンター業務のそれぞれのマニュアルについて、変更が必要となった場合は、速やかに発注者と協議を行い、必要に応じて変更すること。

10　業務品質の確保
· 業務を行うにあたって、適宜ダブルチェックを行うなど、業務品質を確保できる体制を整えること。
· 万一、誤りが発見された場合は直ちに、誤りに関する報告書（発生日時、発覚日時、原因、現在の状況を記載）を作成し、発注者に提出したうえで業務責任者が口頭で事案を説明するとともに、同様の誤りが生じないよう適正な処置を講じること。

11　業務責任者、現場責任者及び作業員の配置及び名簿の提出
· 本業務を統括する業務責任者を配置すること。また、業務1及び業務2のそれぞれ現場責任者を配置し、責任ある運営を行うこと。
· 業務責任者が現場責任者を兼任する場合は、事前に発注者と協議すること。
· 複数の業務について同一の現場責任者を配置する場合は、事前に発注者と協議すること。
・	受注者は、業務責任者、現場責任者、作業員の名簿を契約締結後速やかに発注者に提出すること。

12　業務実施状況報告書の提出
　　　受注者は、次のとおり発注者に対して業務実施状況の報告を行うこと。
（1） 業務実績等に関する日次報告
受注者は、各日の業務完了後、当該日に関する業務実績等についてとりまとめ、発注者に、原則として翌営業日の正午までに報告すること。
（2） [bookmark: _Hlk218705159]発注者から本業務の実施状況等について報告を求められたときは、(1)の　　規定に関わらず、随時、発注者が指示する方法及び内容等により報告すること。
（3） 発注者は、必要に応じて実地確認を行うことができるものとする。

13　資料等の管理
（1） 受注者は、貸与資料、作業中データ及び成果品を、発注者の承諾を得ずに、発注者の指示する目的以外に使用し、又は第三者へ提供しないこと。
（2） 受注者は、発注者の承諾を得ずに、貸与資料等、発注者に帰属した作業中データ及び成果品を作業場所から持ち出ししないこと。
（3） 受注者は、貸与資料、作業中データ及び成果品を閲覧できる者の制限等を行い、　　　資料等を適切に管理すること。
（4） 契約が終了したとき又は貸与目的を達したときには、受注者は貸与資料等、発注者に帰属する作業中データを発注者に返却し、複製物及び貸与された資料をもとに変更したものは削除すること。

14　個人情報の取り扱い
（1） 受注者（受注者の委託を受けた者を含む。本条において以下同じ。）及び受注者が使用する者は、この契約による業務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、これらの秘密を他の目的に利用してはならない。個人情報の取扱いについては、業務上知り得た個人情報を紛失し、又は業務に必要な範囲を超えて他に漏らすことのないよう、万全の注意を払うこと。
（2） 受注者は、上記データ等を発注者の許可なく複写又は複製してはならない。
（3） 受注者は、上記データ等について、発注者が指示する業務以外に使用又は利用してはならない。
（4） 前3項の規定は、本契約が終了又は解除された後においても同様とする。
（5） 前4項に定める規定に受注者が違反したときは、受注者は発注者及び損害を受けた第三者にその損害を賠償しなければならない。
[bookmark: _Hlk195799541]
15　作業員等の教育
　　　受注者は、本業務に関わる作業員等に対して、本業務を遂行するために必要な教
育を行うこと。なお、この教育には、データの取扱方法、事故時の連絡体制、個人情報の取扱方法、適切な電話対応方法を含むものとする。

16　機器及び納品物のウイルスチェック
（1） 受注者は、本業務を履行するために必要な機器として持参したコンピュータ等の機器に対し、定期的にセキュリティ対策ソフトウエアによる脅威の検出、及び、当該ソフトウエアのアップデートを行うこと。
（2） 受注者は、発注者に対して納品する電子データがコンピュータウイルス等のマルウエアに感染しており、それが原因で発注者に損害が生じた場合には、生じた損害の一切を補償すること。

17　検査権
（1） 発注者は、本業務に関して、口頭、書面及び立入りにより検査を行うことができる。
（2） 発注者からの検査要求及び指示に対して誠実に協力すること。

18　成果品の納入
　　　受注者は、業務の履行後、業務完了報告書とともに、以下のものを発注者に提出すること。
・ 郵送申請書類
・ 本事業のために作成したデータ、印刷物等
・ その他発注者が必要と認めるもの

19　支払い方法について
受注者から提出された業務完了報告書の検査後に、受注者からの適法な請求に基づき、支払うものとする。

20　その他
（1） 本業務に係る消耗品や成果品の運搬費用、郵送料などの諸経費は受注者が負担すること。
（2） 本業務の実施にあたり事故が発生したときは、遅滞なく発注者に報告し、指示を受けること。
（3） 発注者は、本業務の業務責任者等が著しく不適切と判断される場合には、協議の上、受注者に対し業務責任者等の変更を求めることができる。
（4） 本仕様書に定めのない事項については、発注者と受注者が別途協議のうえ定めるものとする。
（5） 受注者は、本業務の履行に係る細部事項等について、発注者より協議の要請を受けた場合は、速やかにこれに応じること。
（6） 再委託は原則禁止とする。ただし、専門性等から一部を受注者において実施することが困難な場合や、自ら実施するより高い効果が期待される場合は、事前に大阪府と協議し、承認を得た上で、再委託を実施することを可能とする。
